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	１. 請求の内容
	（1） 請求者
	（2） 総会の目的たる事項及びその概要
	① 定款変更
	・取締役選任方法の変更
	・常勤・非常勤監査役の取締役会出席状況の四半期報告書への記載
	・常勤・非常勤監査役に対する資料開示
	・取締役のグループ会社からの金銭貸付の四半期報告書への開示
	・取締役のグループ会社からの仮払残高の四半期報告書への開示
	・取締役が使用した接待交際費の費用額の四半期報告書への開示
	・情報開示の際、市場における一般的な表現のほかに、平易な表現を用い補足説明すること
	・総株主の議決権の100分の3以上の株式を有する少数株主より送付された書面の内、当該株主が希望する場合は書面を全面開示すること
	・グループ会社の取締役及び監査役が受領する報酬について、各決算期の有価証券報告書に、各取締役及び監査役の氏名とその者の氏名の当該決算期中に受領総額を明記すること


	（3） 招集理由の概要

	２. 当該請求に対する当社の対応方針
	（1） 当社は12月31日を事業年度末とし、翌3月に定時株主総会を開催することとなっており、臨時株主総会の開催は事務的に困難であること
	（2） 当該請求者より、平成23年1月24日付をもちまして、本年3月に開催される予定の定時株主総会への株主提案権行使通知書を受理したこと

	３. 株主提案権行使通知書の内容

